
地方交付税
3.1％

歳出総額
717億
7,396万円

歳入総額

扶助費
19.9％

市税
48.4％

市債
10.6％

人件費
16.7％

維持補修費
0.8％

物件費
13.5％補助費等

9.9％

普通
建設
事業費
19.8％

国・県
支出金
 21.4％

公債費
10.8％

その他
8.6％

消

費

的

経

費60.8％

投
資
的
経
費
19.8％

736億
4,479万円

源

自

主

財

60.2％

源

依
存

財

39.8％

その他 2.5％
使用料及び手数料 1.8％
繰越金 1.9％

繰入金 3.1％
諸収入 2.5％

地方消費税交付金 3.1％
地方譲与税 0.7％
その他 0.9％
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特
別
会
計
決
算

企
業
会
計
決
算

問
病
院
事
業
に
お
い
て
、
入
院
収
益
が

前
年
度
に
比
べ
て
、
増
加
し
て
い
る
要

因
は
。

答
平
成
二
十
四
年
十
月
に
看
護
体
制

を
十
対
一
か
ら
七
対
一
に
移
行
し
た
こ
と

に
よ
り
、
入
院
患
者
一
人
当
た
り
の
診
療

報
酬
額
が
千
九

百
五
十
円
増
加

し
た
こ
と
や
、
手

術
件
数
の
増
加

に
よ
り
処
置
・
手

術
料
が
増
加
し

た
こ
と
な
ど
が
主

な
要
因
で
あ
る
。

問
平
成
二
十
四
年
度
の
決
算
の
総
括
的

な
評
価
は
。

答
財
源
の
根
幹
と
な
る
市
税
収
入
は
、

前
年
度
に
比
べ
て
、
評
価
が
え
の
影
響
に

よ
り
固
定
資
産
税
が
減
少
し
て
い
る
が
、

法
人
市
民
税
は
、
一
部
企
業
の
業
績
回
復

の
兆
し
も
見
ら
れ
、
増
加
し
て
い
る
。

あ
わ
せ
て
、徴
収
対
策
の
推
進
に
よ
り
、

収
納
率
が
向
上
し
、
結
果
と
し
て
予
算
を

上
回
る
市
税
収
入
を
確
保
し
た
。
ま
た
、

遊
休
市
有
地
の
売
却
な
ど
に
も
取
り
組
む

一
方
、人
件
費
の
抑
制
に
も
努
め
た
結
果
、

実
質
収
支
額
の
増
加
に
つ
な
が
っ
た
。

市
債
残
高
に
つ
い
て
は
、
沼
津
駅
北
拠

点
施
設
整
備
事
業
な
ど
に
よ
り
増
加
し
た

も
の
の
、
財
政
指
標
か
ら
は
お
お
む
ね
良

好
な
状
態
に
あ
っ
た
と
認
識
し
て
い
る
。

平
成
二
十
四
年
度
一
般
会
計
決
算
に
つ

い
て
は
、
厳
し
い
歳
入
環
境
に
あ
っ
た
も

の
の
、財
政
確
保
や
、調
整
を
図
り
つ
つ
、

堅
実
な
財
政
運
営
を
行
い
、
財
政
の
健
全

性
を
維
持
し
な
が
ら
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
業

を
展
開
す
る
こ
と
が
で
き
た
と
考
え
て

い
る
。

一
般
会
計

決
算
の
総
括
的
な
評
価
は

厳
し
い
歳
入
環
境
の
中
、
堅
実
な
財
政
運
営
を
行
っ
た

特
別
会
計

企
業
会
計
病
院
事
業
の
入
院
収
益
が
増
加
し
て
い
る
要
因
は

看
護
体
制
の
見
直
し
等
に
よ
る
も
の
で
あ
る

※１�収益的収支：事業活動に伴って生じる収入と支出　※２�資本的収支：建物や機器などの資産の購入・売却による収入と支出
◆一般会計から病院事業会計へ 19億 5,000 万円、水道事業会計へ 1,947 万円、下水道事業会計へ 26億円繰り入れています。
　なお、企業会計決算額は、消費税及び地方消費税を含みます。
◆２、3ページは、1万円未満を四捨五入してあるため、差引額が一致しない場合があります。◆一般会計主要建設事業より主なものを抜粋しました。

平成24年度

平成24年度　決算のあらまし　一般会計・特別会計・企業会計

第 10 回 ( ９月 ) 定例会は、9 月 13 日に招集され、10 月
16 日までの 34 日間にわたり開催しました。この議会では、
平成 24年度沼津市一般会計歳入歳出決算の認定等 35件と議
員提出議案１件を審議し、いずれも原案のとおり議決しました。
ここでは、平成 24年度の一般会計、特別会計及び企業会計
の審議、歳入・歳出決算額等の主な内容をお知らせします。一般会計・特別会計・企業会計 の決算を認定!

歳　入 歳　出

一 般 会 計 決 算

一般会計 このように使われました

問
国
民
健
康
保
険
事
業
に
お
い
て
、
被

保
険
者
一
人
当
た
り
の
保
険
給
付
費
が
増

加
し
て
い
る
要
因
は
。

答
加
入
者
の
高
齢
化
に
よ
る
受
診
率
の

上
昇
、
医
療
技
術
の
進
歩
に
よ
る
医
療
費

の
増
加
が
主
な
要
因
で
あ
る
。

問
介
護
保
険
事
業
に
お
い
て
、
保
険
給

付
費
が
前
年
度
に
比
べ
て
、
約
九
億
円
増

加
し
た
要
因
は
。

答
要
介
護
等
認
定
者
が
前
年
度
に
比
べ

て
、
四
百
五
人
増
加
し
、
七
千
八
百
七
十
七

人
と
な
っ
た
こ
と
や
、
平
成
二
十
四
年
度

に
介
護
報
酬
が
改
定
さ
れ
た
こ
と
が
主
な

要
因
で
あ
る
。

会　　　　計 歳　　　　入 歳　　　　出 差　引　額
国民健康保険事業 239 億 8,399 万円 225 億 2,591 万円 14 億 5,809 万円

土地取得事業 4 億　894 万円 4 億　894 万円 0 円
介護保険事業 134 億 3,234 万円 132 億 2,155 万円 2 億 1,080 万円
簡易水道事業 544 万円 476 万円 68 万円

後期高齢者医療事業 19 億 6,210 万円 19 億 5,348 万円 862 万円

　 平成 24 年度決算額 平成 23 年度決算額 比　較　増　減 増減率
歳　　入 736 億 4,479 万円 717 億 5,780 万円 18 億 8,699 万円 2.6％
歳　　出 717 億 7,396 万円 703 億 3,732 万円 14 億 3,664 万円 2.0％
差 引 額 18 億 7,083 万円 14 億 2,047 万円

会　　　　計 収　　　　入 支　　　　出 差　引　額

病院事業
収益的収支※ 1 105 億 8,771 万円 107 億 9,092 万円 － 2 億　321 万円
資本的収支※ 2 26 億 6,176 万円 28 億 4,434 万円 － 1 億 8,258 万円

水道事業
収益的収支 33 億 1,456 万円 24 億 7,481 万円 8 億 3,975 万円
資本的収支 10 億 1,814 万円 25 億　947 万円 － 14 億 9,133 万円

下水道事業
収益的収支 38 億 4,119 万円 40 億 2,153 万円 － 1 億 8,034 万円
資本的収支 20 億 6,935 万円 36 億 2,263 万円 － 15 億 5,328 万円

（仮称）門池地区センター建設事業
� 7,995万円
（仮称）戸田地域活性化センター建設事業
� 4,778万円

総務費
民間保育所施設整備事業
� 2億 8,819万円
公立保育所施設整備事業
� 3,061万円

民生費

旧衛生プラント解体事業
� 1億 4,559万円

衛生費

土地改良施設整備事業
� 2億 4,478万円
農業農村整備事業
� 5,668万円

農林水産業費

観光拠点整備事業
� 488万円

商工費

沼津駅北拠点施設整備事業
� 44億 8,272万円
鉄道高架化関連事業
� 16億 7,049万円

土木費

消防庁舎整備事業（消防本部・北消防署）
� 1億 2,989万円
消防機械器具整備事業
� 3,913万円

消防費
興国寺城跡保存整備事業
� 2億 6,256万円
静浦地区小中一貫型小学校整備事業�
� 2億 4,411万円

教育費

貯金
（基金）

借金
（市債）

市
全
体

178 億
2,572 万円

732億
7,944 万円

市
民
一
人
当
た
り

　8万
　6,580 円

　35万
　5,921 円

※ �1 人当たりの数値は、平成 25年 3月末日
現在の人口（20万 5,887 人）で割り出し
ました。
※�基金には、現金のほか、貸付金、有価証券
などが含まれます。

市民 1人当たりに
換算すると…

▲市立病院（東椎路）


